
○指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 
(平成十八年三月十四日) 

(厚生労働省令第三十四号) 
 
介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第七十八条の四第一項及び第二項の規定に基づき、
指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を次のように定める。 
 
 
 

第二節 人員に関する基準 
(従業者の員数) 
第九十条 指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者(以下「指定認知症対応型共同生
活介護事業者」という。)が当該事業を行う事業所(以下「指定認知症対応型共同生活介護事
業所」という。)ごとに置くべき指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たる従業者(以下
「介護従業者」という。)の員数は、当該事業所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び
深夜の時間帯以外の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たる介護従業者を、
常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者(当該指定認知症対応型共同生活介護事業者が
指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者(指定地域密着型介護予防サービス基準第七
十条第一項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者をいう。以下同じ。)
の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指定介護予防認知症対
応型共同生活介護(指定地域密着型介護予防サービス基準第六十九条に規定する指定介護予
防認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。)の事業とが同一の事業所において一体的
に運営されている場合にあっては、当該事業所における指定認知症対応型共同生活介護又
は指定介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者。以下この条及び第九十三条において
同じ。)の数が三又はその端数を増すごとに一以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通
じて一以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務(宿
直勤務を除く。)をいう。以下この項において同じ。)を行わせるために必要な数以上とする。
ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が三である
場合において、当該共同生活住居がすべて同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利
用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定
認知症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保され
ていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護事業
所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて二以上の介護従業
者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 
２ 前項の利用者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推
定数による。 



３ 第一項の介護従業者のうち一以上の者は、常勤でなければならない。 
４ 指定認知症対応型共同生活介護事業所に、指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指
定看護小規模多機能型居宅介護事業所が併設されている場合において、前三項に定める員
数を満たす介護従業者を置くほか、第六十三条に定める指定小規模多機能型居宅介護事業
所の人員に関する基準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置いているとき又は第百
七十一条に定める指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の人員に関する基準を満たす看
護小規模多機能型居宅介護従業者を置いているときは、当該介護従業者は、当該指定小規模
多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従事するこ
とができる。 
５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型共同生活介護事業所ごと
に、保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知識及び経験を有
する者であって認知症対応型共同生活介護計画の作成を担当させるのに適当と認められる
ものを専らその職務に従事する計画作成担当者としなければならない。ただし、利用者の処
遇に支障がない場合は、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所における他の職務に従
事することができるものとする。 
６ 前項の計画作成担当者は、別に厚生労働大臣が定める研修を修了している者でなけれ
ばならない。 
７ 第五項の計画作成担当者のうち一以上の者は、介護支援専門員をもって充てなければ
ならない。ただし、併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能
型居宅介護事業所の介護支援専門員との連携を図ることにより当該指定認知症対応型共同
生活介護事業所の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支
障がないときは、これを置かないことができるものとする。 
８ 前項の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当者の業務を監督す
るものとする。 
９ 第七項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所
(指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医
療又は福祉に関する事業について三年以上の経験を有する指定認知症対応型共同生活介護
事業者により設置される当該指定認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応
型共同生活介護事業所であって当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定認
知症対応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの(以下この章において「本体事業所」
という。)との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。)については、介護支援
専門員である計画作成担当者に代えて、第六項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了し
ている者を置くことができる。 
１０ 介護支援専門員でない計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相談員や介護
老人保健施設の支援相談員その他の認知症である者の介護サービスに係る計画の作成に関
し実務経験を有すると認められる者をもって充てることができるものとする。 



１１ 指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介護事
業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指定介護予防認知
症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につ
いては、指定地域密着型介護予防サービス基準第七十条第一項から第十項までに規定する
人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしているものとみ
なすことができる。 
(平二四厚労令三〇・平二七厚労令四・令三厚労令九・一部改正) 
 


